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人当たり収入は6,869元，2,257元であり，当初と
比較して１１倍に増加」し，2004年に中国の１人当
たりGNPは1,000ドルに達成し,世界第７位につけ
ている３)。
一方，改革開放と高度成長に伴い，世界の多く
の国々と同じように，観光振興を外貨獲得と社会
発展及び地域開発の重要な手段として積極的に推
進するようになった。1995年頃によると，中国史
上未曽有の「マス・ツーリズム時代」を迎えるに
至った。中国国家旅行局の統計資料によると，
「2005年までに，中国の入国旅行者は1.2億人，国
民国内旅行者は，12.12億人，国民海外旅行者は
3,100万人，旅行総収入は7,680億元である」４)。
しかし，マス・ツーリズムの拡大に伴い多くの
環境問題，地域格差の拡大問題がもたらされた。
はじめに
1950年代初め，中国は低開発農業国にすぎず，
「1952年に中国は－人当たりの国民収入が僅かに
103.5元で，－人当たりの工業総生産額も僅かに
142.4元であった｣’)｡1950年から1980年にかけて，
中国は計画経済体制のもとで国家の物質文明と精
神文明の建設を推進していった。その結果，「１９７８
年の国民一人当たりGDPは778元で,都市と農村に
おける住民の－人当たり収入は615元,191元｣とな
り，わずかな成長とともに格差の広がりがあらわ
れた2)。
1978年から四半世紀にわたる改革開放を経て，
中国の経済は高度成長を遂げた。2001年，「国民一
人あたりGDPは3,850元で,都市と農村における－
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こうした視点に基づいて本研究では，まず中国
近代観光発展の経緯と観光政策の動向を概観する。
次に，中国マス・ツーリズムの拡大がもたらした
諸問題とその構造的要因を明らかにする。さらに，
中国政府の持続可能な観光への努力を紹介する。
最後に，地域共同マネジメントの視点から，２１世
紀における中国の持続可能な観光のあり方と進む
べき方向について，白川郷調査の知見から若干の
提案を行う。
社会の存在様式についての多元的な理解を欠いた
観光開発がなされ，自然環境の破壊やアメニテイ
悪化，伝統文化の変容が引き起こされ，社会的公
平が脅かされた。
こうした問題にかかわる反省から，中国では，
観光開発にともなう環境問題を抑制し調和のとれ
た政策を実施するため，「持続可能な観光」につい
ての研究が1990年代後半から始まった。
今日までの研究動向を見ると，２０００年以降の研
究が現在の世界観光研究の論点と近くなっている
といえる。多くの研究は，持続可能な観光をめぐ
って「市場の失敗｣，「政府の失敗」の視点から理
論的研究と実証研究として展開されている。そう
した中から，観光資源管理や観光政策にかかわる
政府，企業，住民の協働を構築する自治的関係の
発展を構想し，またそうした実践例もあらわれて
きた。
しかし，政府，企業，住民の協働に関する研究
は，地域の多様な主体の利益要求と利益関係につ
いて大きな関心をはらっているが，複雑な利害関
係の調整システムの核心的問題についての研究は
不充分である。その問題は主に以下の三つの面に
まとめることができる。
第一に，住民の主体的位置が不明確で，行政・
企業（市場原理）が依然として主役の位置を占め
ている。第二に，住民参加を前提に，地域の多様
な主体が環境対応の総合的な効果を前進させる住
民自治組織，具体的には地域コミュニティ組織と
しての社区に関する検討・議論が不足している。
第三に，多様な主体が相互に協働する関係を創出
する地域マネジメント・システムに関する研究が
少ない。
こうした研究状況をふまえて，本研究は，地域
住民を中心としつつ多様な利害関係者（行政，観
光業界，住民）の参加・協働によって形成される
合意を観光政策に反映させる地域共同マネジメン
トシステムの形成に焦点をあて，地域共同マネジ
メントシステムのあり様と参加主体・地域社会的
公共'性の関係，そしてこのマネジメントシステム
が観光地の持続的発展にもたらす意義に注目する。
5.1中国近代観光の発生と発展
５１１中国近代観光の発生
１８世紀以降の工業の近代化は，西ヨーロッパ諸
国からアメリカ・日本へと拡大し，１９世紀までに
近代化を遂げた国は未曽有の物質文明を獲得した。
このような経済的豊かさが社会に広く浸透してい
くことは，近代観光の発生するための必要な条件
を生み出し,こうした背景のもとで,19世紀後半，
イギリスのトーマス・タックの旅行業が誕生し，
観光の大衆化に道を開いた。
中国の近代観光は，近代化を遂げた先進諸国の
政治・経済・文化の影響のもとで生まれた。１８４０
年から1949年１０月の百年の間，中国は半封建半植
民地の状態におかれた。半植民地の国においては
外来勢力がその国の近代工業，交通，国際交流・
旅行に大きい影響を与えたのである。
２０世紀初頭，イギリス，アメリカ，日本・フラ
ンスなどの旅行会社は，中国で中国人の海外旅行
の手続を代理した。1920年より多くの外国旅行企
業は上海などの都市における観光代理機構を設立
し，中国の旅行業務を管掌している。
1923年８月に当時の北洋政府の了解を得て，上
海商業儲蓄銀行社長陳光甫が，中国初の旅行会社
が創設した。これは中国近代旅行業の誕生のシン
ボルとなった。その時点から1949年１０月の間に，
中国における華東，華北，華南など15ヵ都市で旅
行会社が成立した。しかしながら，受入人数ある
いはビジネスの収入から見るとまだ小さな規模に
すぎなかった。
5.1.2新中国観光業の発展状況
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中国観光産業が発展するのは，新中国が誕生し
てからのことである｡第二次世界大戦後の中国は，
世界各国と同様，戦争の荒廃からの復興を第１位
の目標とし，国際・国内旅行は大変少なかった。
中国国際旅行社が北京で正式に成立したのは，
1954年４月１５日のことであった。国際旅行社は国
営企業で，政治的な受入を中心とし，自費の国際
観光客をあつかうことは非常に少なかった。１９５０
年代後半になると，訪中する自費の観光客人数が
増えはじめる。しかし，国際観光客は基本的には
社会主義圏からのツアー客，或いは海外に居住す
る華僑に限られていた。
1966-1976年の十年にわたって，中国は「文化大
革命」を経験した。この時期，観光はブルジョワ
的ライフスタイルであると批判がなされ，社会的
にも政治的にもタブーと見なされた。そのため，
国内観光はほとんど壊滅状態となった。
また,この時期国際観光も大きな発展をはなく，
1978年まで,「中国旅行業の受入外国観光客人数は
180.9万人であり,世界の受入国際旅行者人数ラン
キングの48位で，旅行収入は2.63億ドル，世界の
国際旅行収入ランキングの41位」という水準にと
どまった5)。
5.1.3改革開放以降，中国観光産業の発展
1978年から，中国の政治，経済，社会など多く
の領域で歴史的，戦略的転換を迎えた。その中で
最も重要な変化は，改革開放の政策の実施であっ
た。改革開放の主な思想は経済発展至上主義であ
る。
このような指導思想のもとで，中国の観光は，
「政治観光」から経済成長の展開の場，産業とし
ての観光へと転換し，それまでの半閉鎖状態から
世界市場に向けて全面的に開放された。中国の観
光政策は，観光業を中国の近代化促進のために外
貨を獲得する産業のひとつとして位置づけ，その
ために世界市場に参入することとなった。
1988年，中国の改革開放は十周年になった。十
年の改革開放は中国経済の高度成長をもたらし，
それにともなう国民の所得･休暇を伸長させた｡そ
のために，中国のマス･ツーリズムが生まれ，１９８８
年の国内観光者は３億人に達した。
1990年代後半から，中国のマス･ツーリズムは，
国際観光も国内観光も急成長した。「2001年,中国
の国際旅行者の受入数と旅行収入は世界のランキ
ングの５位に入った。2003年，受入の入国旅行者
は9,790.83万人であり，その中で，外国人旅行者
は1,343.95万人に達した。旅行収入は203.85億ド
ルである」６)。また，2002年まで，「中国国内旅行
者は8.78億人に達し，国内旅行収入は3,878.36億
元であり，世界の最も大きな国内旅行市場を形成
した」７)。
それだけでなく，1997年から中国海外観光は海
外親戚訪問から国民自費海外観光までに発展して
きた。「2000年,中国の海外旅行者数は初めて１千
万人を突破した。2002年，中国の海外旅行者数は
1660.23万人を達した｣8)。中国はアジア地区でも，
また世界的に見ても旅行客を送り出す重要な国と
なった。
世界観光機関の予測(1997年)によると，2020年
までに，中国の海外旅行者人数は１億，世界で第
１位の国際観光目的地になり，同時に世界第４位
の海外旅行者の送り出し国となった。これは中国
が国内マス・ツーリズムの拡大を推進する世界最
大の受入国だけでなく，マス･ツーリズムの拡大を
世界に推進する大国になろうとしていることを示
している。
5.2現代中国における観光政策の変遷
5.2.1政治主導期（1949年-1978年）
1949年10月から1978年の29年の間に，中国政府
は観光を経済活動とは見なさず，政治外交活動の
手段として展開してきた。そのため，この時期の
中国観光を政治主導期の観光と呼ぶことができる。
この段階における政治を中心とした中国旅行業
は，社会主義圏からのツアーの受け入れを重要な
任務と見なしている。「1965年,中国の旅行業は外
国団体旅行者と観光客(個人)を受け入れた人数は
21,235人であり，旅行収入は200万ドルを超えた。
これは中国国家旅行局成立後，１０年以来の最も良
い成果であった」９)。
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る「双軌制」のもと，観光インフラ施設にかかわ
る建設は計画経済が依然として主体の位置を占め
ている。
５．２３経済成長最優先期(1985年-1995年）
観光政策は1980年代後半から経済優先期に入り，
観光産業は「国民経済と社会発展計画」に編入さ
れた。そのため，多くの外貨収入による中国の近
代化促進が中国の観光政策の指針になっている。
この目的を達成するために1986年から中央･地方
政府が観光に投資すると同時に，積極的に大規模
な外資を導入し，かつ，東部沿海地域や都市部を
中心に，大量の観光インフラストラクチャーを急
速に整備していった。しかし，それによって地域
の格差は一層拡大した。
1987年，政府は「政府が市場を調節し，市場が
企業を導く」ことを強調し，市場の本格的導入が
始まった。国際観光市場に適応するために，1986
年から外国人の入国・滞在・観光・国民海外旅行
に関する規定がようやく制定され，国際観光客用
のホテルに「五つ星」制度が導入され，観光ガイ
ド，国際観光価格・観光開発などを管理する暫定
的法律がこの時期に整った。
経済優先期の前半の観光政策の特徴としては，
第一に，多様な観光投資の市場構造が形成され，
東部沿海地域や都市部を観光開発の中心になった
点，第二に，マクロコントロールの重要な手段と
しての観光産業の法的規制を整備した点が挙げら
れる。
1990年代から一層大きな経済利益の獲得及び都
小平の「先富論」をできるだけ早く実現するため
には，1992年に中国政府は観光産業を第三次産業
の重点発展産業に指定し，さらに第九次五ヶ年計
画（1996-2000年）と2010年長期計画の最優先発
展産業に掲げた。
それを契機として，中国国家旅行局は「国内観
光を積極的に発展させることに関する意見」を提
出した。同時に1992年から，国家旅行局は年毎の
大規模な観光プロモーションにテーマを設定した。
1993年に中央政府は「社会主義市場経済体制構
築の若干の問題に関する党中央員会の決定」を採
1960年代の後半から70年代半ばまでの十年は，
「文化大革命」（1966-1976年）期にあたる。文化
大革命において，地域の固有財(歴史的ストック・
伝統民俗・習'慣・祭祀）という「中国伝統文化を
否定することにより，共産主義者としてアイデン
ティティの確立を上から暴力的に押し付けた｣'0)。
即ち，伝統文化というアメニテイが大規模に破壊
された。
5.2.2政治と経済並行期(1978年-1985年）
1978年から，中国における新たな観光価値観は
改革開放の展開に伴い確立された。つまり，観光
は愛国主義・社会主義イデオロギーの教育を行う
対象だけではなく，外貨獲得・近代化を推進する
重要な手段と見なされた。
1980年代からは，革命と政治を主導とした軒余
曲折の時代が終わって，新時代の中国を迎えた。
つまり，中国における「市場経済(資本主義)」対
「計画経済(社会主義)」を軸にした政治的対立が
終り，市場経済のメカニズムを導入され，経済成
長を中国経済政策の重要な指導思想とする時期に
入った。経済と政治は初めて並行となった。
1980年代初めまでは，観光領域の全ての政策は
計画経済の枠組の中で実施されなければならなか
った。つまり，国際観光にあっては政治的コント
ロールも依然と強く，国際観光はほとんど政府に
より支配されて中国国際旅行社と中国旅行社（国
営企業）に独占されていた。
1984年から中央集権的管理システムから各省・
市･自治区よる旅行管理機関の設立という地方分
権的管理システムへの転換が始まった。それと同
時に，政府は経済利益と効果という理由から，中
央政府，地方政府，外国資本，部門，集団が旅行
業の投資と経営に共同参加するという観光開発政
策を提出した。
この時期の観光政策の特徴は以下のように整理
できる。第一に，観光開発と観光市場の経営・管
理はほとんど中央政府によって独占されている。
第二に，高度な中央集権から多様な観光投資・経
営体制への転換が展開され始める。しかし，計画
経済と市場経済，あるいは新旧両制度を併存させ
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択した。この決定の重要な意義は市場経済体制を
確立したことにある。この決定で非公有制経済の
発展が奨励されたのは初めてのことである。
1990年代後半から観光開発に関する中央政府の
マクロコントロールが緩和され，多くの省級行政
区が独自に観光開発計画を策定し，独自の資金で
苛烈な観光開発競争を展開した。つまり，中央政
府と地方政府，国営企業と私企業及び外資企業が
観光開発に参加し，競争しあった。
また，全国各地方の政府が地元観光市場や地元
観光産業を保護しようとずる「諸侯（昔，中国で
天子から受けた封土内の人民を支配した人)経済」
的行動をとったことにより，全国各地で同様な産
業が振興され，全国的規模での重複投資・過剰投
資が加速された。
例えば，国内30カ所の都市において「西遊記宮」
をテーマパークとして重複的に建設され，「2003
年には,全国のテーマパークの数は１，０００ヶ所以上
にのぼり，その８割はすでに破産した。それは中
国観光産業にもたらした3,000億元（320億ドル）
の損失であった｣'1)。
経済最優先期後半の観光政策については，①市
場経済を指向とした観光経済政策が全面的に推進
された，②「内需推進」を目的とした観光誘致政
策の実施によって国民の国内観光を積極的に推進
した，③地方分権と多様な非公有制経済の発展が
奨励されたといった三つの特徴を挙げることがで
きる。
5.2.4持続可能な観光の導入期（1995年-現在）
中国は世界観光機関のアジェンダ21に適応する
ため，1994年３月に「中国アジエンダ21』を提出
した。これは，中国が２１世紀に向けてすばらしい
将来を得るための新しい出発点であると同時に自
然生態環境の保全・活用について重視する方向性
を示している。
1990年代に入って，観光開発の環境問題を解決
するためには，国務院は「保護が主，緊急救済が
第一」の方針を提出した。1994年に国務院は全国
37都市を第三回国家級歴史文化名城として発表し
た'2)。
国務院の指示に対応するためには，国家旅行局
は観光地のランク付けを通じて観光名所を序列化
し，それによって観光資源の保護意識を高めるこ
とになった。「1999年７月20日,国家旅行局が制定
した「旅行区質的等級の区分と評定基準」は国家
質量技術監督局の承認を受けて国家基準として公
布され，1999年１０月１日から施行されることにな
った」'3)。
この基準は観光地の等級の範囲，等級を定める
ための準拠，方法，また等級および監督検査等に
ついて明確な基準を定めている。2002年まで国家
AAAA級観光地は361ケ所，AAA級観光地は165ケ
所，ＡＡ級観光地は463ケ所，Ａ級観光地は1,062ケ
所ある'4)。
持続可能な観光を推進するために，国家旅行局
はエコツーリズムをテーマとし，1999年の観光を
エコツーリズム年とする観光プロモーション活動
を展開し，「自然に向かい，自然を認識し，環境を
保護しよう」のキャッチフレーズで，エコツーリ
ズムを推奨した。
2000年以来，中国政府は全面的な「小康」社会
の発展目標を提示した。それまでの高度成長路線
が生み出した不均衡発展の歪みや矛盾を是正する
ことに重点をおき，経済発展至上主義から持続可
能な発展へシフトすることを強調した。換言する
と，社会経済の発展と人類の生存環境の保全を両
立させる調和の取れた発展を求めたのである。
そのような背景のもとで，「国家旅行局は
2001-2005年の第十次五ケ年計画期に,中国の観光
産業が持続可能な観光の発展戦略を一層推進し，
エコツーリズムの開発・経営・管理を実施し，エ
コツーリズムを中心とするエコ生産･経営･監督・
評価・管理システムを構築し，観光開発・利用と
環境資源の保全を一体化させる有効な経路を探索
し，観光産業を環境に有益な産業に発展させると
明確に述べた｣'5)。
5.3中国の持続可能な観光にかかわる政策課題
5.3.1市場制度の限界の顕在化
改革開放以降，中国の入国観光者数は1978年の
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響を社会的費用として第三者や社会に負担させる。
例えば，四川省の九寳溝は1992年にはユネスコ
の世界自然遺産に指定され，大量の観光者が国内
外から押し寄せるようなり，1997年に観光客数は，
18万人であったが,2002年には125万人に急増した。
その結果，ゴミと汚水による汚染，大量の観光者
の入山による森林被害などが引き起こされた'7)。
また，世界自然遺産としての武陵源は，自然遺
産の核心部における大量の人工景観，ホテル，レ
ストラン，娯楽施設など建築物を建設したことに
よって，1998年，世界遺産組織は「武陵源の自然
環境は都市化と観光業に包囲され，自然保護区は
孤島となったと指摘された。地方政府は１０億元
（1.4億ドル）で，景観区内の34万平方メートルの
建築物を全て取り除くことになり，著しい損失を
こうむることになった｣'8)。
また,1998年,「中国人と生物圏国家委員会｣は，
全国29力省市の１００カ所省級以上の自然保護区に
ついてアンケート調査を実施した｡その結果,「１００
カ所保護区の中で，８２箇所の自然保護区はすでに
ビジネス観光を展開され，４４％の自然保護区はゴ
ミ公害を存在し，５９％の自然保護区は自動車で観
光客を送迎している。２２％の自然保護区は観光の
展開によって生態保護について負影響をうけた。
11％の自然保護区は資源退化の現象を出現した。
61％の自然保護区はインフラストラクチャーの建
設が景観環境と不協調の現象が招いている｣'9)。
一方，観光資源利用に課金する仕組みがとられ
るようになったが，これによって社会的不公平の
拡大(｢社会的災難｣問題のひとつ)をもたらした。
1985年から中国における多くの観光地の入場料は
絶えず暴騰している。「その価格は都市住民の－
人当たり月収入7.6％，農民の－人当たり月収入
32％を占めている。先進国は観光地の入場料は国
民一人当たり月収入1％を超えない｣20)。また，励
以猷の調査によると，1980年から2001年まで多く
の観光地の入場料は,平均60倍以上に上昇した21)。
国民の財産としての観光資源は，商品化され上位
の階層に独占的に利用され，アメニテイ権の不平
等が生じている。
180.9万人から2005年の1.2億人へと増加し，国内
観光者は1985年の2,400万人から2005年の12.12億
人に上昇した。このような巨大な発展を遂げた要
因は市場経済制度の普及にある。
市場経済制度では，一切の財物･サービス･労務
を商品化させながら価格を付けて，市場によって
販売を行い，それによって社会の経済循環を維持
しているが市場経済制度は，資本主義下の商品経
済の高度な発展に対しては大きな役割を果たして
いるが，市場経済を万能とする立場にたてば，利
潤の獲得を実現できさえすれば，どのような生産
様式や開発モデル，マネジメントであってもかま
わないという発想につながる。その結果，利潤追
求が資源の利用とマネジメントのあり方を規定し，
外部不経済が発生し，現代のコモンズとしての観
光地の景観や社会，文化の乱用と劣化が招く。
「社会的に判断した時の最適な状態は，観光に
関わる分野全体が受ける便益と，それをもたらす
観光分野全体の費用とが均衡することである。し
かし，現実の観光に関わる分野には市場で価格付
けができない便益やコストも多くある｣'6)。
オープンアクセスの状態にある環境コモンズ
（共有資源）は自由財であり無償である。各経済
主体がそれを利用する場合，費用が発生しないた
め過剰利用におちいりやすい。これは環境破壊を
もたらす市場メカニズムのひとつである。これは，
観光業とのかかわりでは混雑現象にともなう観光
地の劣化をもたらす。
観光資源は一定の範囲では，公共財の文脈でと
らえることもできる。この文脈で問題となるのは，
観光開発がもたらすフリーライダー問題である。
観光と関わる公共財（その便益を多くの人々が同
時に享受でき，しかも対価の支払者だけに限定で
きないような財やサービス）やサービス商品の提
供には必ず費用がかかる。このうちサービス商品
は消費者に費用負担されるが，観光地維持にかか
わる公共財・サービスは商品形態をとおして負担
させることが困難である。
以上のように，観光商品の生産と消費は，現代
的コモンズ（共有資源）利用に伴うマイナスの影
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中国の観光業界は現代コモンズの利用に伴う社
会的費用をほとんど内部化せず乱用し過度な競争
を展開した。その中で遊休施設の発生にともなう
社会的費用も発生させ，激しい競争が観光市場の
低迷と悪性循環を招いた。
例えば，1990年代から中国観光産業の規模は絶
えず増加しているが，利潤，利潤率マイナスにな
りさえした。「2002年には,全国のホテルの半分近
くの客室が使わずにおかれ，そうした遊休資産は
数千億元に達した｣22)。
このように，市場経済制度に過度に依存し，経
済成長を最優先する観光産業政策が，社会共通財
産としての環境を破壊させたことは事実である。
観光業はその存立基盤を景観等の環境にもつにも
かかわらず，環境問題に対する関心が低く，その
結果，自身の存立基盤を掘り崩している。経済成
長と利潤追求を優先する観光政策は，持続可能な
観光を実現することには限界がある。
5.3.2政府主導観光開発の問題点
経済発展至上主義は改革開放のガイドラインで
あり，経済成長を最優先とする政策をとった。そ
の際，政策の中心には中央集権と計画経済がおか
れた。計画経済は，生産手段の国有化にもとづい
て，「国民経済全体が生産力をあげるために，国家
主義的な競争を進め，国有企業が極大の生産をあ
げることを目的とした企業主義の原理で動いてい
るので，生産と人間環境とのバランスのとれた計
画を進めるという原理が不十分にしかＩ動かない｣23)。
1980年代の中国の観光開発計画の策定は中央政
府にほぼ一元化され，国家主導で行われた。例え
ば，1985年-1996年，中国の「旅行社管理条例」
の第１章「旅行社を設置する条件」の第１，２条
の第１項は国有企業しか想定されていない。「わ
が国の旅行業は依然として計画経済の特徴をもち，
2000年まで旅行業の中の国有企業が70％以上を占
めている｣24)。「中国旅行業の固定資産は1257.75
億元,独立経営旅行業は1.1万社で，その中では国
有企業が主体の位置をしめ，株式制の旅行企業は
40社しかない｣25)。
また，観光資源の所有権・経営権・管理権・開
発権は国家・政府・国有企業に属し，これらによ
る観光資源の独占が中国の政府主導型の観光マネ
ジメント体制の特徴の一つである。
このような体制の問題点として，以下の四点を
あげることができる。第一は，行政行為の境界が
不明確なこと，第二は，地方行政の保護主義のた
め，観光資源開発の盲目性・封鎖,性，地域間協力
の未発展という問題を生み出してきたことである。
第三は，行政の責任主体が不明確で，責任のリス
クが少なく，観光資源開発の非科学`性．主観`性．
随意性を避けることが難しい点である。第四は，
国家マクロ的な計画では，各地の観光資源を保
護・改善する環境対策費の支出を算定することが
不十分なだけでなく，開発規制のための景観計画
や法律がほとんど欠けている点である。
改革開放政策は，いわゆる「まず実験し，そし
て普及する」方式（東部沿海都市を特別経済区と
して先行させ，次にそのやり方と経験を中西部に
普及すること）で展開された。中国東部沿海都市
における観光開発に対する優遇政策はあるが，中
西部地区に対してはそのような政策がなかった。
その結果,地域の不均衡発展が拡大した｡例えば，
「東部沿海地区（北京，遼東半島，長江三角洲，
珠江三角洲,六つの経済特区と''ヵ所の沿海都市）
は国士面積の8.6％を占めているが,東部沿海都市
の受け入れる入国旅行者人数，その外貨収入は，
全国総数の80％を占めている｣26)。
こうした格差拡大に伴って，中西部地区は東部
沿海地区に必死に追いつこうとし，全体として過
剰開発問題が発生してきた。過剰の観光開発は共
有資源の価値を低減させながら，観光地の「コモ
ンズの悲劇」を生じさせた。
市場メカニズムの外部Ｉ性の問題を克服すること
は政府の介入の本来の目的である。しかし，経済
成長至上主義に立つ国家や地方政府，国有企業が
観光開発を独占し，利潤追求を最優先と位置づけ
た。このため，市場経済原理に従って展開された
観光開発及びそれによって市場規模を拡大させる
ことを保障することが政府の観光政策の基本とな
った。観光業の利潤を保障する範囲内で観光政策
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る。⑥経営の量を重視し，利潤率を軽視する。⑦
間接融資を重視し，直接融資を軽視する。⑧自給
自足を重視し，社会的協力を軽視する。⑨経済実
体を重視し，仮定の経済を軽視する。⑩有形資産
を重視し，無形資産を軽視する」という特徴であ
る29)。
改革開放の20年余りの間において，粗放的な観
光開発は，観光産業全体としては量的な拡大・成
長を遂げたが，各観光受入地域においてはポジテ
ィヴな経済的インパクトとのみならず社会・文化
的環境及び自然環境に与えるネガテイヴ・インパ
クトを与えてきた。量的拡大を重視するこれまで
の粗放的な観光開発のあり方に対し，特に観光受
入地域の自然環境，社会文化環境に対するマイナ
ス・インパクトに注目し，開発政策の見直しを図
る必要がある。
5.3.4観光開発と住民参加の分離
中国における観光開発と環境資源の保全･活用
に関する政策においては，政府は人民参加という
ことを強く言っているし，また，住民参加を確保
するために「人民代表大会」の制度も設立された
が，重大な経済開発のプロジェクトに関連する環
境保全の政策では住民参加は制限され，あるいは
不活発な住民参加であり，とくに省.国家の環境政
策を提言する場は極めて少ない。政府やいくつか
の専門家を中心として作られた現行の環境法及び
観光開発に関する環境政策は，観光開発・経営と
環境保全・適切な活用という紛争解決の手段では
なく，経済成長政策を進め，マス･ツーリズムを絶
えず拡大するための手段となっていた。
また，多くの省は地方保護主義がかなり強く，
盲目的な観光開発によってもたらされた自然・歴
史文化景観の破壊を抑止しなかったのみならず，
間違った'情報が流され，地方企業の観光開発と地
方政府との結合にもとづく弊害による観光地の公
害をチェックする能力もなかった｡マス･ツーリズ
ムの拡大を軸とする経済成長至上の地方保護主義
は，環境の汚染･破壊を一層悪化させた。これらの
問題の最も重要な要因となることは，観光政策決
定過程への住民参加や民主的な制度が不健全こと
の標準を決めることになったり，あるいは観光産
業の開発･経営が採用可能な環境規制基準をきめ
たりしたため,環境の汚染･破壊を防ぐことができ
なかった。経済成長優先政策に路線にたった政府
介入には，観光資源を管理するシステムとして失
敗と弊害が存在することが明らかである。
5.3.3粗放的な観光開発
粗放的な観光開発とは,観光開発の過程の中で，
技術進歩と環境保全・活用の調和がほとんどみら
れぬまま，物的資本（自然環境資源も含む）や労
働力などを大量投入することにより，産出高の増
大を図る観光成長パターンのことである。
重複・過剰投資は中国の粗放的な観光開発の主
に特徴である。例えば，2000年まで，「中国の旅行
社数は8,993社があり,経営収入は469.95億元であ
り，利潤は１０．４４億元で,利潤率はわずか2.22％で
あった｣27)。また，国家旅行局の統計資料により，
中国ホテルの増加率が速かったが，利潤率はマイ
ナスの状況に置いている。短期的な視野しかもた
ない開発政策の結果，国士資源の破壊と浪費がお
こった。
石夢菊は中国持続可能な観光の直面している問
題点について次のように述べている。「粗放型観
光開発によって雲南省西双版納の熱帯雨林は伐採
され２分の１になった。湖北省四つの有名の湖は
長湖と洪湖だけを残している。多くの風景名所区
の中で短期の経済利益を追求するため，豪華ホテ
ル，レストラン，療養センター，娯楽施設などの
建築物が建設された。このような乱開発は，自然・
歴史文化景観の破壊につながった。また，自然保
護区･世界遺産地において伐採,鉱石の採掘,猟狩
が行われることも生じ，地域共有資源としてのア
メニテイの被害を深刻化させるようになった｣28)。
王群は中国旅行業の粗放型開発について次のよ
うに述べている。中国旅行業の粗放型開発は「１０
重視と１０軽視」の特徴をもっている。即ち，「①資
産を重視し，資本を軽視する。②投入を重視し，
効果を軽視する。③目前のことを重視し，長期な
ことを軽視する。④等級を重視し，功能を軽視す
る。⑤財産の守りを重視し，財務の管理を軽視す
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にある。
1990年代後半から中国都市部では「社区」組織
（政府の統一主導下で地域住民が自己管理，自己
サービスを図る住民の自治組織）が急速に拡大す
ると共に，市民社会の初期形態が現れ始めた。
「2000年までに，全国のほぼすべての都市に「社
区｣組織を設立した｡現在,都市においては181,000
『社区」サービスの機構，12,674「社区」サービ
スセンター,1,272,000住民グループで『社区｣サー
ビスを行っている｣30)。
現在，「社区」組織は民主的な選挙を行い，組織
の意志決定は住民代表大会により行われている。
会計公開の制度を設定し，住民の管理監督を受け
る条件も整えられた。2001年，「社区」の行政業務
は「社区」サービスに設ける行政総合事務所で行
われることとなったように，行政機関と「社区』
組織の間にパートナーシップ（協力し合う関係）
形成に向けた動きも見えてきた。
現在の『社区」組織には以下の三つの特徴が存
在している。第一に，組織は地域間の不均衡的な
発展が見られること，第二に，「社区」組織は非営
利と営利の組織を混在させていること，第三に，
『社区』組織は政府組織が浸透していることであ
る。
こうして政府の意思によって｢社区｣組織の活動
空間は大きく制限されている。その結果，「社区」
住民組織は「半官制のコミュニティ」といった`性
格を色濃くもっている。住民自治組織としての位
置づけが確立していないので，特に行政の政策立
案・意思決定過程への住民参加を確かなものとす
るシステムが不完全で，政府のトップダウン管理
（上層部から下部へ指示する管理方式）を改善す
るものではなかった。
こうした問題を克服するためには，多様な主体
の間の対立を重視しながら，利害関係の共通点を
探し，その上で，対立的参加から協働的参加へと
シフトする地域マネジメントシステムの改革が必
要である。つまり，観光地における地域のステー
クホルダーの連携によって合意を形成し，それに
もとづく観光政策を展開する地域共同マネジメン
卜が必要である。その意味では，中国において中
央集権化された官僚制度を改めて，民主的なス
テークホルダーに有機的に連携させ，かつ真の住
民参加のシステム及び住民参加を保障する民主制
度を確立することは，持続可能な観光政策を前進
させるための不可欠な条件である。これも中国の
持続可能な観光が直面している課題である。
5.4中国観光産業の持続可能な観光への努力
５．４１環境保護政策と観光資源
1973年８月に北京で開催された「第一回全国環
境保護会議」は中国政府の環境問題へと取り組む
出発点となった｡1979年には,「中国環境保護法(試
行)」が制定された。1982年に第五期全国人民代表
大会第５回会議において憲法が改正され，次のよ
うに環境保護に関する規定（26条）が定められて
いる。
1983年に開かれた「第二回全国環境保護会議」
では，環境保護を中国の基本政策とすることを明
確に打ち出し，社会，経済，環境の調和のとれた
発展を環境保護の基本方針とした。
1980年代から中国の環境管理行政は，次の八つ
の環境管理制度を設定した。即ち，①環境影響評
価制度②汚染物質排出費徴収制度，③環境保護目
標の責任制度，④都市環境総合整備に関する定量
審査制度，⑤汚染物質の集中処理制度，⑥汚染物
質排出登記・許可証制度，そして，⑦期限附き汚
染防止制度である。これらの制度は，中国政府が
環境保護の政策を重視していることを示している。
こうした背景には，観光産業においても，全体
としては高度な成長を続けると共に環境汚染・破
壊の問題も顕在化してきたことがある。その問題
を解決するため，1982年には，国家基本建設委員
会，文化部，国家旅行局などの申請に基づき，国
務院が第一回国家級歴史文化名城として全国で２４
の主要都市を指定した。
1990年以降，国家旅行総局は風景名勝区を保護
する必要があると同時に，観光資源として活用す
ることを指摘した。例えば，観光資源の管理には
「有効な措置を採用し，風景名勝区が再度の破壊
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や汚染を被らないように保障し，従来の景観特色
を保持し発揮する」ことが求められた。
1994年に全国文化財保護会議で「保護が主，緊
急救済が第一」という方針決定された。これには
観光開発を強く意識した過去の政策とは異なる見
解が盛り込まれた。即ち，1994年に発表された第
三回指定リストの全文では,｢風景名勝資源は再生
不可能な自然文化遺産であり，保護が第一で，資
源を良好に保護する前提のもとはじめて，永続的
な利用が可能である｣31)と，観光開発よりも景観保
護を重視した持続的発展の方針が明記された。こ
れは過度の観光開発に対する反省と具体的な抑制
策であると考えられる。同年には,「中国アジェン
ダ21』が採択されている。
中国では自然保護区・文化財・森林公園などが
観光資源として制度化されてきた。現在，「中国政
府に認定された旅行資源は，国家重点風景名所区
が120カ所,国家自然保護区が17カ所,国家植物園
が12カ所，国家級の歴史文化名城が98カ所，国家
級の休閑度暇区が12カ所で，全国省級の休閑度暇
区が１０１カ所である。2001年まで，全国において各
種類の自然保護区1,551カ所を建設し，国士の
12.9％を占めている｣32)。
1999年に，国家旅行局は，1999年中国エコツー
リズムを提示し，「自然に向かい，自然を認識し，
環境を保護しよう」のキャッチフレーズで，エコ
ツーリズムを推奨した。これらの観光資源に関す
る保全政策の制定と実施は，中国の観光環境問題
への関心や，持続可能な観光への追求及びその具
体的な行動の方向を示している。
5.4.2観光環境保護の法律システムの改善
中国の「環境保護法」（試行法）は1979年に制定
されたのである。その試行法の第４条（６つの原
則)で中国の環境法の基本的方針を示された｡即ち，
「①環境保護と経済建設，社会発展を協調させる
こと，②予防を主とし，防止措置を結合させ，対
策を総合的に実施すること，③全面的に企画し，
合理的に配置し，総合利用を図ること，④環境を
破壊した者が回復し，環境を汚染した者が対策を
行うこと，⑤大衆に依存し，環境を保護すべきこ
と，⑥環境科学技術に基づく環境保護をおこなう
こと，また環境教育を充実すること」であるの六
つである33)。
1989年に「環境保護法」が正式に制定された。
その目的は「生活環境及び生態環境のほど・改善
を図り，汚染や公害を防止し，人体の健康を保障
すると共に社会主義現代化建設の発展を促進す
る」ことである。
総合的な『環境保護法」の中の環境の概念や環
境保護の目的・原則に関する説明及びいくつかの
条文の規定は，観光資源とその保全についての法
律規定とも言える。例えば『環境保護法」の第１８
条では,｢政府が指定する風景名勝区や自然保護区
などに汚染物質を排出する工業生産施設を建設し
てはならず，その他の施設を建設する場合には，
排出物質を超えてはならない。すでに建設されて
いる施設が排出基準を超えて汚染物質を排出して
いるときに期限内に防除しなければ成らない」と
規定されている34)。また，第29条は，各級人民政
府がその所轄の企業に対して期限内汚染防除を決
定することとしている。第39条では，期限内に汚
染防除を完成できない企業に対して罰金や操業停
止・閉鎖を命じることができると定めている。
観光産業を環境面から直接規制する法律はない
が，1980年代以降，制定された個別の環境分野に
関する環境保護法規は観光資源保護と密接な関係
がある。その例として，『海洋環境保護法」（1982
年)，『中華人民和国文化財保護法」（1982年)，「森
林法」（1984年)，「水汚染防止法」（1984年)，『草
原法」（1985年),｢風景名勝区管理条例』（1985年)，
『漁業法」（1986年),｢鉱産資源法」（1986年),『土
地管理法」（1986年),｢大気汚染防止法」（1987年)，
「水法」（1988年)，『野生動物保護法」（1988年）
『建設項目環境保護管理弁法」（1988年),『建設項
目環境影響評価証書管理弁法』（1989年）『環境騒
音汚染防止法」（1996年)などを挙げることができ
る。
また，省や市などの地方政府においても，地方
の具体的状況に従って観光環境保護に関する各種
の条例や規定,弁法,細則などを定めた｡例えば，
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北京市，山東省，湖南省，安微省，四川省，雲南
省，河南省南京市，福建省，映西省などでは「観
光資源開発と管理条例』や『観光地管理条例』な
ど地方法規が制定された。これらの観光資源や観
光地にかかわる環境保護のための直接的，間接的
法律の規定は，中国が観光環境保護の法律システ
ムを改善するために積極的に努力していることを
示している。
５４．３エコツーリズムへの関心･重視
中国は1992年の地球サミットをきっかけに「持
続可能な観光」に注目し，エコツーリズムへの関
心・重視に力を入れ始めた。1993年北京で開催さ
れた「第一回東アジア国立公園保護地域会議」は
エコツーリズムが中国で始めて議題として登場し
たと言えるものであった。
1995年から，環境保全と経済発展の両立を可能
にすることをテーマとしつつ，エコツーリズムは
積極的に取組んでいる｡例えば,同年の１月には，
「第１回全国エコツーリズム発展会議」が雲南省
西双版納で開催された。その会議の中心は，中国
国内におけるエコツーリズムの広範な展開のため
に，観光地の自然環境資源と人文環境資源を保
全・活用する開発・経営が検討された。そしてエ
コツーリズムの発展を推進するために「西双版納
宣言」が採択され，チベット自治区，四川省，雲
南省，吉林省，湖南省，青海省等九省十地区がエ
コツーリズム重点発展地区に選ばれた。
1996年には,「国家第九次五カ年計画｣の中に｢持
続可能な観光」が組み込まれた。1997年に，国家
科学技術部,中国科学院,国家旅行局が共同で｢持
続可能な観光」討議会を，「1999年には，「1999エ
コツーリズム計画管理討議会」を開催した。それ
と同時に国家旅行局は1999年の観光テーマを「９９
中国エコツーリズム」に決めた。
2000年以降，中国政府はＮＧＯ，ＷＷＥＣI等国
際環境組織と積極的に交流し，かつこれらの国際
環境組織の支援を獲得した。例えば，チベット自
治区，四川省，雲南省，吉林省，湖南省などに跨
る広大な地域で，エコツーリズムと関連する生態
保護企画，地域の環境許容量設定，自然保護区の
管理，環境教育と人材育成などのプロジェクトで
国際環境組織の支援を得た。
中国において展開されたエコツーリズムは，始
まって以来１０年あまりになるが，その政策の推進
主体は依然として行政と企業が中心である。その
ために，それら行政と企業が中国での観光公害の
問題を解決することや持続可能な観光を推進する
ことには限界がある。
その問題の鍵になることは，エコツーリズム形
成に必要なステークホルダー（中央政府，受入地
域行政，地域住民，研究機関，NGO，ビジネス提
供者及び旅行者）間の有機的な連携がないことで
ある。「ステークホルダーが有機的に連携しない
ことは，エコツーリズムによってもたらされるは
ずの「資源（文化・自然環境）の保護･保全の努力」
「観光業の成立」による「地域振興」という要素
が達成されない結果を招くことになる』35)。
その意味で中国において推進しているエコツー
リズムは，あらゆる面で中心となっている行政側
が国民，特に観光地の地域住民の協力を求め，よ
り民主的な住民活動を促進し，地域の多様な主体
の共同参加・共同マネジメント・システムの自治
制度を構築することが必要となっている。
5.5中国の持続可能な観光への若干の展望
5.5.１なぜ地域共同マネジメントは必要か
１．観光資源の創造者としての地域住民
持続可能な観光に関わる最も重要なことは，観
光資源を持続的に維持・保全・利用することであ
る。観光資源には，自然的資源，文化的資源，社
会的資源産業的資源が含まれる。
これらの総合的な資源の中で，地域住民の知恵
と手による積み重ねて形成されてきた資源は，主
に街並み，風士，民俗文化財，人,情・風俗，民話・
礼儀，行事，生活様式・芸術・スポーツ，サービ
スである。これらの資源は住民の生活とその環境
を形成している。
地域住民は生活環境としての観光資源を観光客
に展示しながら，同時に日々の生活を送らなけれ
ばならない。こうした生活環境の質を持続的に維
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３．地域アイデンティティの育成と観光資源の維持
ホスピタリティの形成には，自らの町を自らが
学び，そこに誇りを見出すことは重要なことであ
る。住民が自らの生活環境の魅力を観光客に提供
し，観光客からそれを評価されることによって，
地域社会への愛と誇りと自尊心を再確認し，集団
帰属意識を強化することができる。それによって
満足感を伴うアイデンティティが生まれ，地域住
民の熱情的ホスピタリテイ精神を形成し，観光資
源を自覚的に維持することにつながるであろう。
従って，持続可能な観光の第一歩となるのは，
地域住民が長年にわたって形成された地域民俗・
伝統歴史･文化･景観という生活環境を大切にし，
同時に自らの暮らしを楽しみ，誇りできる貴重な
資源としてしっかり自覚し，生かすことである。
そのためには，生活環境の質や魅力を向上する
ために何をなすべきかを自ら考える自発的な自治
が必要である。地域住民は，自ら地域の生活を享
受するものとして，固有資源の魅力を掘り起こし
再発見し，かつそれを一層保全・活`性化するもの
である。そうした活動をとおして地域社会への帰
属意識や愛着が生まれ，そうしたアイデンティテ
ィに支えられて地域の生活空間を維持し再創造す
る活動が自発的に展開される。
このような住民の自発的活動のある観光地にお
いては，観光客は地域社会の健全さやホスピタリ
テイを享受することができる。地域住民が主体と
なって暮らしている町，地域住民が暮しやすい，
そして一生暮していきたいと思う町づくりを行う
ことで，結果として，観光客が訪ねてみたい，或
いは再訪したい町になる。こうして，生活の場の
自主的な形成，住民参加による町づくりと住民自
治は，持続可能な観光の資源維持・向上の基本的
条件なのである。
４．政府機能の欠陥
中国における高度な公共Ｉ性をもつ観光資源は国
有財産として国家・政府により開発・利用・保全
の法規･ルール･政策の制定を行っている。勿論，
これらの政府行為は観光資源の保護・持続可能な
利用に対する重要な役割を果たしているが，政府
持し向上させることは，住民の生存と生活の条件
が整え，ひいては観光地としての魅力の向上を意
味する。生活環境の創造者・主人公としての住民
の存在抜きに，生活環境でありかつ観光資源であ
る観光地の総体的な保全と再創造は不可能であり，
観光資源の開発や利用には住民を中心としたマネ
ジメントが不可欠である。
２．観光資源としての地域生活文化
観光地の住民にとって，観光資源は見`慣れた日
常生活の一部である。日常の生活環境が観光資源
になさせると，人々の暮している街並み，文化，
民俗，風景，生活様式，人情，サービスといった
当たり前のものが独特の美しさ，魅力，快適さを
もった固有資源として了解され，アイデンティテ
ィ形成の核となる点は重要である。なぜなら，来
訪者に享受してもらうためには，迎え入れる側が
自らの町の固有資源をほこりと喜びをもって示す
ことができなければ，観光は成立しないからので
ある。
住民が主人公として生き生きしていなければ，
そのような地域が観光客にとって魅力的であるは
ずがないからである。それを忘れて観光開発や観
光資源の保全政策に熱心に取り組んでも，持続可
能な観光は地域に根付かない。例えば，サービス
が悪い，料理がまずい，街が汚い，人々が殺伐と
している不親切であるという印象を多くの観光客
が持つとすれば，その観光地の評判は損なわれ，
その後の観光客数が伸びることもないであろう。
観光客が求めているのは，地域の自然環境の美
しさや観光施設の便利さだけではなく，街並み，
独特の雰囲気，遊歩空間などアメニティの高さ，
飲食や宿泊などに関わるホスピタリティなど，さ
まざまな生活文化の充実も求めている。その中で
も，地域住民が来訪者に示す善意・協力・熱情的
ホスピタリテイは観光地の魅力を構成する大きな
要因でありながら，人々の自発｣性によらなければ
提供することはできない。これらの観光資源の形
成とその質の維持は，政府と市場によってはけっ
して実現できず，地域社会の自発的な働きが不可
欠である。
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は観光資源のルール･政策の決定者だけではなく，
同時に観光資源の所有者・開発者・経営者・保護
者である。政府は，観光資源の保護を強化しなが
ら，観光資源を商品として市場メカニズムをとお
して開発・経営を行うという矛盾する役割を担っ
ている。成長最優先期にみられるように，政府は
こうした矛盾する役割に調和をもたらすことがで
きなかった。
1990年後半から，政府は観光資源の開発権・経
営権を民間企業に移譲した。政府は自己の職能を
観光資源の法規・政策の制定・マクロ・マネジメ
ントへと限定することにした。しかし，多くの観
光政策の制定はほとんど政府の公務員と少数の専
門家により作成したものである。特に，地方の観
光政策は政府行為の監督と責任の追及が乏しいた
め，行政の主観‘性・随意性・非科学性を引き起こ
した。その結果,観光領域におけるいわゆる重複・
過剰投資という粗放的な開発が蔓延した要因であ
る。
政府主導の観光政策は，様々な地域の複雑で多
様な自然環境・社会環境の条件や住民の具体的
ニーズとの間に相当な差異が存在している。つま
り，観光資源としての地域の固有資源をどれくら
いの程度開発･利用するか,住民の生活環境をどの
ように保全するか，観光政策によって住民の生活
の質をどのように向上できるか，観光の公害をど
のように防止すればよいかという観光政策は単に
行政の発想に任せることはできない。行政は，地
域住民の持っている経験的知識に乏しいからであ
る。
これまで，多くの観光地において，政府の観光
政策・開発が住民の具体的ニーズを無視し，社会
的損失（特に士地の利用を関わる観光資源の開発
により生みしてきた政府と住民とのトラブルと対
抗は社会の安定に脅かしている）を引き起こして
きた。このような対立の発生原因は，観光政策の
意思決定の過程の中に地域住民を中心とした多様
な利害関係者の共同参加によるマネジメントが欠
けていたためと考えられる。
５．市場原理の限界
市場経済を積極的・全面的に推進することは中
国改革開放持の最も重要なポイントであった。政
府は，観光資源である環境の法的規制を強化する
と同時に，民間企業の観光市場参入にかかわる規
制を緩やかにした｡こうして,多くの民間企業が，
拡大する市場競争と営利至上主義のもと，観光資
源の開発･利用・管理を行っている。観光資源は特
定の個人や私企業に占有され，企業の利潤追求の
手段となった。
観光資源は地域に限定される地域固有財である
ため，一般的な商品として扱うことは不可能であ
る。例えば，地域住民の生活，生存にかかわる自
然環境，地域の有名な歴史的文化財，景観，世界
遺産といった物の価値を，市場経済の中で商品価
格で表すことはできない。
しかし，市場経済は，こうした地域の固有資源
を売買するという不可能を可能にする。それは，
観光資源の価値が下がり，購入できる価格で売買
することである。その結果，観光資源の共有財産
としての本質を否定し，私的な経済主体の私的な
利益基準に従って市場で取引される商品の対象と
するものになった。
観光資源はそこに居住する人々による創出され
た共有資源であり，私的な基準に従ってつられる
ものではない。つまり，私的な経済主体の私的な
利益の追求によって誘致されるべきものではない。
現在の観光をめぐる環境問題は，観光資源という
その地域社会の共有財産を私的な基準・私的な利
益を追求した結果もたらされたと考えられる。
観光資源の中で地域住民の生活，生存にかかわ
る部分にはそのままに市場経済に任せることがで
きないものである。これは観光資源が競合'性・独
占性・排他性といった特徴をもつため，観光資源
の一部としての公共性サービス施設の整備・観光
公害の処理が市場機構に任せて，供給されること
が困難になるからである。この理由は費用負担の
経営コストに関わっているからである。
このような要因から，企業を通じて，観光資源
の利用の社会的公正，地域住民の福祉の向上，入
れ込み客数のコントロールによる観光地の生活環
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境破壊のような社会的損失の防止，地域社会・コ
ミュニティの維持，アメニテイの保全などを実現
することは不可能なのである。これは，企業の利
益の追求が地域住民の生活環境・生活の質の変化
という地域的公共'性と直接的利益関係（企業の利
潤の上昇）を発生しないのみならず，対立するた
めである。
5.5.2白川郷の事例から得られた知見
日本において特に優れた伝統的自然・文化景観
を有する山村にあっては，その景観を地域住民の
力で保全・活用することによって観光振興と地域
の持続的な発展をめざす事例として注目すべきも
ののひとつに，1995年に世界遺産に登録された岐
阜県大野郡の「白川郷」がある。
1950年以降，近代化の兆しと共に白川村に過疎
化の荒波が押し寄せて，多くの村民が村外に流出
し,集落が集団で離村するという事態に直面した。
その結果，1953年には264棟を数えた合掌造りは
1967年には154棟に激減した｡独特の集落景観が失
われる危険に直面する地域住民は過疎化の波を食
い止め，集落「合掌造り」を維持するために，「結
い｣の精神36)で,萩町地区の全戸の合意によって，
地区の全住民を会員とする「白川郷合萩町掌造り
家屋保存組合｣を1967年に結成し,1971年には「白
川郷合萩町掌造り家屋守る会｣を結成した。「守る
会」は村民の自発性を基盤とした伝統的な集落景
観保存に関する住民共同マネジメントの一部を担
う地縁組織である。
地域住民を主役とした「守る会」は，主に環境
保護や文化景観条例の制定，村民による村の各項
開発プロジェクトに対する討論・審議・合意，村
民の自然環境と文化遺産保全の意識に対する教育
（村民の生涯学習活動，例えば，定期の学習会・
講演会）を行ってきた。その結果，文化景観と地
域環境の状況全体が大きく改善・向上しただけで
なく，観光産業と関連地場産業の発展も促進され
た。
白川村の事例から得られた知見として,第一は，
山村集落に暮している人々が地域資源を見出し，
かつそれを軸とした地域資源を自覚的に維持し活
用すること，第二は，地域コミュニティの働きを
充分に発揮させ，自治的な町づくりを行うこと，
即ち，自然・文化景観の保全のみならず，公共施
設の整備及び雇用創出，生活の質の向上も含んで
いる。第三は，環境保全政策に取組む各種規制を
推進することによって，住民の故郷に対する誇り
や愛着を育成し，住民の規制に対する理解の向上
に成果をあげたのである。第四は，「守る会」を中
心とした地域の広域的，多元的な主体共同マネジ
メント・システムの形成は，合意的意義をもつ観
光政策・地域総合発展政策を形成するために，必
要な保証を提供した。この点は白川郷の経験の最
も重要なポイントと指摘しておく必要がある。
特に，中国における近代化を積極的に推進して
いる現在，農山村の過疎化は急激に進行し深刻化
しつつあり，農山村の生活条件を確保した上で，
故郷の価値の再認識，地域コミュニティの再生，
故郷の山川，動植物，農家景観・風土･文化・民
俗に対する愛着を醸成することは，地域の固有資
源の維持と持続可能な観光に推進に対する現実的
意義を持っている。
5.5.3地域共同マネジメントを中国に導入する
可能性
１．地域多様な主体利害関係の「共通性」
持続可能な観光は観光地の自然・経済・文化・
社会の長期的・安定的・調和的な共存と発展を理
念と目標としている観光である。つまり，観光資
源としての環境を維持・利用しながら，その利用
可能↓性を次世代に保障していく観光は，観光価値
を産出する行為を持続的に推進する基準である。
この点で失敗すれば，持続可能な観光は長期的に
は成り立たない。
こうした観光は多くの産業や業種の活動及び地
域住民の参加にまたがって維持され展開される。
観光資源の保全・活用を担う観光地の政府・観光
企業・観光客だけではなく，地域の多様な利害関
係者の存在が不可欠である。その多様な利害関係
は短期的な観光客の欲求満足や観光産業の経済効
果にとどまらず，地域住民の長期的利益の獲得に
もかかわっている。
中国観光産業の課題と持続可能な観光への若干の展望 1７９
つまり，観光地の多様な主体の利益関係は共
通・統一のことではなく，対立・矛盾も存在して
いる。利益関係の対立・矛盾に高度な重視しなが
ら，対立･矛盾の状況から脱却し，相互に合意可能
協調の形成することが持続可能な観光を実現する
鍵である。即ち，観光客に魅力的な地域資源との
ふれあいの機会を永続的に提供して観光産業の経
済利益を得ると同時に，地域住民の雇用機会と所
得の増加，社会福祉の改善，生活環境の質の向上
をとおして生活の安定と資源保全を達成すること
である。これは，地域の多様な利害関係者の利益
の共通性である。
地域社会の構成員にとって共通的利益を実現す
ることは，共通意義を持つ素晴らしい地域生活環
境・アメニティや地域文化，多元的な価値観，社
会規範・ルールなどを有する必要である。これは
多様な利害関係者の「共同性」の基準である。こ
れらの「共同,性」の存在は地域の多様な主体共同
参加・マネジメントを形成する基本的な条件ある
いは原動力である｡特に環境危機について反省し，
かつ全面的な「小康」社会の発展目標（社会経済
の発展と人類の生存環境の保全を両立させる協調
発展の目標）を提示した政府にとって，こうした
社会的目的と利益を共同’性とし，かつそれを社会
各階層の共有とすることは，地域共同マネジメン
トを中国に推進する可能`性の重要な前提である。
２．「社区」体制改革の推進
前述したように，1989年の「都市居民委員会組
織法」が公布してから，社区建設を積極的に推進
するには住民参加・マネジメントが必要不可欠で
ある。住民参加を拡大するため居民委員会の体制
改革は大きな課題になった。そのために，1990後
半から，社区の体制改革が各地で本格的に始まっ
た。
改革の基本方向は,「居民委員会レベルで議事機
能と執行機能を分離し，議事部門は基本的に直接
選挙で選ばれ,執行部門はソーシャル・ワーカ（中
国語で社会工作者）で構成され，議事部門によっ
て招聰されることが提唱されていた｣37)。
居民委員会の体制改革はまず都市から展開され，
次に農村部に拡大した。体制改革の第一歩は，指
導グループを設立することであった。街道党委書
記と弁事主任がその指導グループの正副組長とな
り，政府の担当者や関係部門の課長がメンバーと
なった。次にルール作りである。例えば，「居民委
員会の工作制度｣，「社区の管理制度に関する実施
方案」「居民区協調会制度」「住民議会制度」
「ソーシャルワーカー管理方法」「居民委員会の
直接選挙方法」などが制定された。その後，多く
の居民委員会で直接選挙を含めてさまざまな体制
改革が行われている。社区の体制改革は次の三つ
の面にまとめることができる。
第一に，居民委員会の直接選挙から始まったこ
とである。候補者は従来のように街道によって推
薦されるではなく，住民に選出された住民代表に
民主的に推薦された。そして，住民の代表会議で
居民委員会のメンバーが差額選挙（候補者数が定
員より多いこと）によって選出された。委員会の
例会は委員会主任によって毎年４回招集され，当
居民区の重要な事項について議論を重ね，政策を
定め，強調と監督を行う。ソーシャル・ワーカー
は居民委員会によって招聰される。
第二に，住民代表常任制が採られ，住民代表会
議は議事期間としての居民区の最高権力機関とな
ったことである。住民代表会議は住民によって選
出される代表から構成された。その任期は３年で
あり，半年ごとに会議が召集された。
第三に，社区建設議事会の構成員はすべて住民
の選挙により推挙されたことである。その議事会
には次の権限が賦与されている。①議事権：社区
の環境衛生，公共施設，治安維持，社会福祉，文
化教育，社区サービスなどについて討議を行い，
まとめられた意見を居民委員会に伝える。②議案
提出権：社区の活動について建議案を提出し，居
民委員会の活動を指導し，調整する。③政策決定
権：居住区の重大な問題について決定を下す。④
監督権:居民委員会の活動報告を聞き,それを評議
することによって居民委員会を検査･監督する38)。
こうした改革は中国の自治的な社区体制の建設
について大きな推進の役割を果たしている。同時
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行政や企業だけでなく，地域の多様な構成員を含
む様々な人々の共同参加・マネジメントといった
「共」セクターを構築することによって合意に基
づく観光政策形成が求められる。
（２）地域社会を主体とした地域総合的観光政策
を求めること。
地域づくり観光は，地域の既存の知識・技術・
文化・施設・条件といった社会資本によって新し
い社会資本を創造し育成するべきである。既存の
社会資本が不足する場合は，まず地域の既存の社
会資本（異業種の協働）との交流と融合によって
これを補完させ，外来資本の誘致を必要とする場
合，地域の多様な主体の合意と地域内の実際`情況
に合わせた上で誘致を適切に行うことが望ましい。
つまり，中国においては地域社会を主体とし，地
域共同マネジメントを実施枠組とする着実な町づ
くり観光政策の展開が望ましい。
（３）多元的広域連携・協働システムを求めるこ
と。
どのような観光地であっても，観光資源の保全
と経済成長の調和的発展，観光地の伝統的民族文
化・風習，宗教，信仰と地域の外部世界の異文化
との関係調整,観光産業の提供する観光施設･サー
ビスと観光客のニーズのマッチング，観光開発が
もたらす生活環境破壊（交通の汚染・生活ゴミの
増加）への対策と住民の負担等さまざまな課題に
直面している。こうした問題は，単に地域内部の
知恵，技術，人材，資金等に依拠して解決するに
は限界があり，特に観光産業と関連しているイン
フラストラクチャー（ホテルだけでなく空港・道
路・港湾・汚水処理施設・ゴミ処理施設などの公
共施設）建設や整備は極めて難しい。
これらの持続可能な観光に関わる課題を解決す
るためには，地域の外部の技術，知識，文化，機
能，資金，経営・管理とマーケティングのノウハ
ウ，交通通信，’情報等を導入する必要がある。こ
のような要求に対応する既存の地域コミュニティ
組織の構造・機能にイノベーションを行うことが
重要である。それは，地域内の社会資本を基盤と
する上で，地域間と国際間の多階層，多領域の相
に社区サービスの提供や公益事業の発展，社区の
治安維持，環境改善などの面において大きな役割
を果たし,住民の生活向上に大きく貢献している。
現在，社区体制は二重的性格をもっているが，社
区体制のさまざまな改革によって，社区サービス
が向上するとともに，基層自治と民主化が確実に
進んでいることも否定できないことである。この
点おいては地域共同マネジメントを中国に導入す
ることは可能’性があると考えられる。
5.5.4中国における地域共同マネジメントを推
進する枠組
１．地域住民を主体とする地域共同マネジメント
を求める
地域は人間生活の基本的空間であり，あるいは
地域社会の多階層的構成員の参加・経営・協働・
マネジメントによって形成される生活領域である。
地域住民はその生活領域に根ざし，そこにおける
公共'性から生まれ,かつ公共`性を担う主体になる。
これが本来の公共性の姿である。地域社会的公共
性はその地域に暮している住民によって構築され
たもの以外あり得ないのである。
白川郷の経験の中で，地域住民の利益を第１の
位置におき，地域社会の自主'性と自立‘性に基づく
地域全体の知恵と能力を十分に発揮させ，地域の
固有資源の保全・活用及び再創造を確保できるネ
ットワークを建築することによって行政や業界の
欠陥を補完し，政策ネットワークを有効に機能さ
せていくことは地域観光を推進する要点である。
こうした経験は中国における地域政策選択・意
識決定への地域多様な住民参加・協働・合意に取
組むことに対する重要な指導価値をもっている。
このような経験に基づく中国の観光地の地域共同
マネジメントは，次の三つの面から展開する必要
がある。
（１）観光政策の形成過程の民主化・制度化の拡
充をはかること。
既存の政策形成の構造・枠組を超える社会全体
の協働による合意形成の場の設定と新たなコミュ
ニティのパートナーシップ構築を求める。地域観
光資源の開発・利用と保全に関する政策形成は，
中国観光産業の課題と持続可能な観光への若干の展望 1８１
互的連携，協働によって機能の相互補完的な広域
的調整・マネジメント・システムを形成すること
である。このようなシステムで持続可能な観光に
関わる課題を共同に解決する方法が有効'性をもつ
であろう。この点は中国の地域の持続可能な観光
を推進することについて重要な戦略的意義をもっ
ている。
また，今日の観光地は直接世界と結びついてい
る。それぞれの観光地は自分の個`性や独自性を持
っている同時に，観光地の国際化と外へ向かう国
際化という２つの方向へ進んでいる。このような
傾向は多くの観光地を地域を超えた全国的観光地
にさせただけでなく，国際的観光地への展開を促
す。
全国的・国際的観光地となることによって，住
民の地域に生きる誇りと愛着が生まれ，魅力ある
観光地づくりの意欲も生まれる。このような意欲
によりアイデンティティを形成することは観光地
の地域間と国際間の相互連帯，地域共同マネジメ
ント・システムを構築することにとってきっかけ
や原動力ともなり得るものである。これによって，
地域の固有資源を保全・有効活用できる戦略的意
義をもっている地域づくりの創造へとつながると
共に，その活性化効果には極めて大きなものが期
待できるだろう。
２．地域共同マネジメントの具体的実現の場の更
新
（１）地域生活と地域コミュニティ
現代社会では，個々人が社会から独立的に自己
の領域を守ることは困難であり，個々人の集合に
よって共同生活を営む際に，その生活空間を基盤
として，そこで人間の生活が共同的な形で営まれ
る地域`性と共同１性を持った領域である。コミュニ
ティは，人間の一定の限られた日常の居住生活を
行われる空間範囲（場所）における共同生活の社
会的集合性によって創出される。地域社会の人々
が共同生活を営む地域という現実空間の共同体が
地域コミュニティである。
地域コミュニティとは地域性と自治'性と公共性
によって規定される人間生活の領域である。これ
|土，地域性の中の共同`性を前提としているからで
ある｡つまり，地域住民が共同生活の空間の中で，
共同の力で，共同の関心の地域問題を解決するた
めの共同的社会活動を行うことは地域コミュニテ
ィの形成の最も重要な要因である。
そして，これらの社会的活動を通じて，地域の
多様な利害関係を調整し，諸地域問題を解決する
ことは，地域コミュニティ機能の本質的な体現で
ある。つまり，住民主体のまちづくりへの自主・
自立・共同作業という地域コミュニティの自治力
の表現である。
地域コミュニティは，異質の価値観を認め合い
多様な利害関係を調整する前提として，共同の生
活規範・行動規範を有している。これが地域コミ
ュニティの行為原則としての公共‘性である。こう
した地域社会におけるコミュニティのもつ地域`性，
自治性，公共性はコミュニティの本来的に担う機
能であるといえる。
現代社会における生活の社会化に伴い，人々は
生活諸条件の公共的整備への依存が増大している。
このことは新たな共同'性と生活条件の社会的処理
の必要性も増大させたことを意味する。このよう
な状況のもとで，行政や企業によって整備される
生活諸条件について，それがどの範囲・程度で地
域住民のニーズに対応しているか，どのように公
共資源を利用しマネジメントしていくか，地域コ
ミュニティがどのような役割を果たしているかと
いった地域問題がコミュニティの重要な課題にな
っている。
こうした課題に対応するためには，コミュニテ
ィの地域`性・共同性・公共性・自治'性といった機
能が十分に発揮されることが必要である。その上
で，地域コミュニティが行政や企業などの既存の
社会組織との連携することによってより多くの
人々参加を可能とする地域共同マネジメント・シ
ステムを構築することは現代社会の要請である。
しかし，様々な地域構造・規模は異なる様式と
規模の環境問題を生み出している。そのために，
それと対応するマネジメントはさまざまな規模・
様式の組織が担う必要もある。観光に関連する環
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加・マネジメントを通じて，自らの制定した生活
環境保護条例と民主自治の方法及び政府・企業と
の連携・協働よって多様な主体の利害関係を調整
し，集落景観を維持している。このような住民を
主役とした地域コミュニティ様式のマネジメント
システムは白川郷の持続可能な観光について重要
な推進的役割を果たしている。
一方，中国における社区にみられる地方自治は
中央主権の一環としての地方自治であり，自律的
な地域自治ではなく，中央政府に対し従属的関係
の存在に過ぎないとも言える。
中央との上下関係を意味しない「地域」は人間
が共同生活を自由的に営む場･領域であり，そうし
た共同社会が地域社会である。地域社会形成の担
い手としての公共主体は地域の多元的主体であっ
て，単一的な主体（行政）ではありえない。この
ような主体の形成は，住民がみずからの責任と意
思のもとで公共権利の行使を経験するなか行われ
るものである。
そうした自治的の場が，地域社会の公共生活を
営む具体的実現の場としての地域コミュニティを
基盤とする組織である。その規模は，多くの住民
の共同参加・マネジメントを可能とするうえで独
自の意義を持つ小規模な単位の組織とすべきであ
る。
しかし，今日のグローバリゼーションのもとで
は，広域的経済関係や社会関係に関連する観光の
環境問題を解決するには小規模的な地域コミュニ
ティの機能と力には限界があり，リージョナル・
グローバルな経済･社会文化活動に応じた広域的，
多階層的なマネジメント・ガバナンス組織とその
柔軟な共同マネジメント・システムを構築する必
要がある。
その意味で，持続可能な観光に関わる地域共同
マネジメントでは，地域の固有資源環境にかかわ
るマネジメント能力を地域社会や国家や国際社会
などの社会統治の階層的構造に対応するマネジメ
ント組織と政策の創出というグローバルな共同マ
ネジメントの様式を追求する必要もある。
ａ「町づくり観光」に基づく地域文化の保全と再
境問題・まちづくり問題は，観光地内の問題だけ
ではなく，地域以外の観光産業と関連する様々な
企業，文化，施設の整備，政策などに関わる問題
と関連している。問題の関連にふさわしい規模と
内容のマネジメントが必要となる。
（２）中国における地域コミュニティを構築する
様式
住民自治の本来の姿は住民の身近な生活の場に
おける自らの生活領域について自らのマネジメン
トを行うということである。このようなマネジメ
ントの成立は地域コミュニティの成立が重要な条
件となる。地域コミュニティは国家のような全体
的，全社会的構成体ではなく，地域住民の意思を
十分に反映でき,かつ地域の環境を管理,保全し，
住民生活に最も近い位置にある地域単位である。
現実の地域社会における住民の価値観は多元
的・異質的・分岐的に存在しており，同質で一元
的な価値に収まりきるものではない。地域社会の
中には，合意だけでなく対立や矛盾も存在してい
る。様々な住民のニーズや要求は簡単に合意にま
とめることができない。そのような矛盾や対立を
はらみながら，地域コミュニティは動いていく。
住民によって構築される公共利益を担う地域コ
ミュニティ組織は，住民の居住する地域内の土地
やそれに関連する生活環境の共同利用とマネジメ
ントを行い，さらに多様な利害関係を調整する非
営利組織である。地域コミュニティ組織は，地域
共同マネジメントの展開の基本的な前提である。
本文における地域共同マネジメントとは，地域
住民を中心とした多様な主体(行政,業界,住民，
様々な非営利集団）の共同参加・協働の地域コミ
ュニティの働きによって，地域の対立矛盾する利
害関係を調整するうえで，自治的に形成された合
意をもとに行政による政策の形成と決定がなされ，
かつそれによって生産と生活を規定する制度のこ
とである。
白川村の場合は住民の生活環境としての集落景
観の保全を前提とし,住民の自発的･自律的もとで，
合意によって地域コミュニティ「守る会」を結成
され，かつ地域コミュニティの構成員の共同参
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創造
白川村の観光開発の最も重要なポイントは地域
社会の自主`性や自立』性を主体とすることにある。
即ち，地域観光政策への住民参加（観光プロジェ
クトの計画・意思決定・実施・評価等の過程を含
む）を制度化しながら，地域発展（経済と環境の
調和的，持続的な発展）に対する利益ある外部の
全てのもの（資金，技術，管理方法，経営ノウハ
ウなど）を吸収し，地域の固有の自然環境や歴史
的文化財を持続的に活用することを促進するとい
う観光まちづくりを構築してゆくことである。
白川村のような地域開発政策の意思決定への住
民参加制度化は，特にその具体的手段である町づ
くり観光の方法である「地の保全・伝承」＋「観
光振興」＋「住民生活の質の向上」＋「地域住民
の共同マネジメント」を積極的に導入することが
中国の持続可能な観光を求める具体的な経路と考
えられる。中国において町づくり観光を取り込む
には，次の２つの面に推進する必要がある。
第一に，中国の地域文化観光戦略を構築の面で
ある。長期に渡り，中国が実施してきたのは「粗
放型」の観光開発モデルである。そのような観光
開発・利用は自然環境・の破壊のみならず，生活
環境空間としたアメニテイにも破壊を招いた。こ
の問題の本質は文化的に立ち遅れた問題である。
近視的観光開発理念・目標と低水準的開発技術・
管理を特徴とした文化は，持続可能発展の視点か
ら見ると継続することがかなり難しい。
これを根本的に変えて，中国の地域文化政策の
再構築を実施する必要がある。中国の文化観光政
策はマス・ツーリズムの文化消費の追求だけでは
なく，地域観光文化の創造（伝統文化の絶えざる
継承･革新を求めて,内外の新しい知識技術文化，
管理文化，制度文化の交流による観光資源の持続
的に保全・利用する新しい文化創造の空間とその
政策を立案し協働的合意できる場を構築する）を
中心に位置付けることである。
地域にとって地域固有な資源（自然生態環境を
はじめ，人間によって創造された様々な歴史的文
化，街並み，景観，民俗などといった地域生活文
化環境）は観光を創出する重要な前提である。観
光客にとって多彩，独特文化を追求・体験するこ
とは観光の主要な目的である。その意味で，地域
固有資源の保全と活用及びその上で自然環境とよ
り調和できる多面的な文化を創出することが持続
可能となる観光全般をめざしたものであり，ある
いは知識の更新と文化の創造・活用が持続可能な
観光の直接的な源泉となる。
多彩的，個'性的，創造的多様な形態知識・価値
観を持っている地域文化観光政策を構築すること
が内発的観光開発の不可欠なことである。多様な
知識・文化の創造は多様な人々の知識・文化の結
合・共同参与が必要なのである。即ち，産官学民
の連携によって知識・文化の補完的なネットワー
ク関係を形成することが可能になる。こうして創
造される知識を地域観光に移転･活用することは，
地域多様な主体の共同マネジメントへの参加に広
い空間を創出する。従って，多様的な知識・文化
の融合・創造を求める政策は文化観光戦略を構築
する鍵になる。
第二に,まちづくり観光の総合戦略の面である。
これまでの中国観光開発は，集客力や来訪者の満
足度の向上及び観光産業振興を第一位の位置付け
とし，地域アメニテイ及び住民生活の向上への配
慮が欠落しがちであった。その結果，観光対象と
した地域共有資源は地域住民の地縁関係と薄くな
り，地域固有的社会関係資本が衰退し，観光と地
域社会的連帯は失われていった。こうした地域社
会の協力を欠く観光は持続的に発展することがか
なり難しい。従って，観光開発が何を中心として
展開するかは，地域の観光と社会の発展にとって
決定的に重要な課題である。
白川村のまちづくり観光の核心的部分は，地域
社会が主体となる総合的なまちづくり（地域自然
環境の保全，住民生活環境整備，健康・福祉・教
育・文化などの住民生活の質を高める内発的開発
を組織し，所得創出とその増大，雇用創出，地域
の固有価値への務持や，地域のエートスの高揚等
の面を含む）として観光振興に取り組み，かつ住
民参加・共同マネジメントの仕組みや制度(こよっ
人間社会環境研究第15号２００８．３1８４
る着実な内発的観光政策の展開が望ましい。
（４）国民の環境意識と「社区」の自治能力を高
める
人類の環境意識とその価値観は環境と人類の生
存及び発展を決定する根本的要因である。教育は
人類の意識・価値観の形成に対する重要な影響を
もっている。
中国は地球サミット後の1994年に「中国アジエ
ンダ21」を発表した。その中で環境教育と住民参
加が環境問題を解決する重要な対策として指摘さ
れた。確かに近年の環境保全の宣伝や教育が強化
され，国民の環境意識・価値観は少しずつ上昇し
ているが，全体の状況から見ると，特に地域住民
参加・自治の効果から見ると，国民の環境意識と
価値観及びその関連の知識・技能・評価能力など
が高くなく，それによって地域住民自治能力の低
下及び空洞化（名前だけの住民自治で実際には政
府にコントロールされたものである）を招いてし
まった。これは中国環境汚染・破壊がますます深
刻化になる根本的原因であると考えられる。
地域住民は高い環境意識とそれに関連する知
識・能力がなければ，環境或いは地元アメニティ
を破壊する側を批判することができない。これは
環境を破壊する側が一定の科学を利用しているか
らである。この意味で，地域アメニティの保全と
その質の向上及び地域持続可能な観光を実現する
という気持ちしか持たないことは，高い環境意識
とその関連する科学的知識がなければ，住民参加
や共同マネジメントは無意義な空論になり，住民
の望ましい有効な環境政策を獲得することが非常
に難しくなる。言い換えれば，自治権や環境権や
住民参加の制度をすべて揃えても，観光資源の保
全・持続的利用ができるかどうかは最終に地域住
民の環境意識・文化レベルと自治体の自治能力に
よって決まると考えられる。
地域住民参加・自治によって環境問題或いは持
続可能な観光の問題を解決することは白川村の観
光政策の重要な経験である。即ち，自治体組織は
高い環境意識や自治能力を持っている。これは白
川村の環境教育を重視し，着実に展開することか
て地域全体の持続的な発展を推進することである。
このような観光振興の様式を中国に導入すること
が極めて重要と考えられる。
中国のまちづくり観光の総合戦略を構築するこ
とは，次の三つの面をめぐって展開する必要があ
る。
①地域発展の方向を調整し，地域差を縮小する
こと。大都市と中小都市及び町と農村を協調的に
発展させ，特に町と農村部の住民生活にかかわる
雇用，収得・福祉，公共インフラストラクチャー
施設（上下水道・電気・病院・公園）や廃棄物・
ゴミ処理センターの整備という都市と農村の差が
非常に大きい問題を解決し，,快適な生活環境を持
つ街づくりという発想に基づく観光振興を求める。
つまり，大都市への偏重を是正して，地方或いは
農村に着目することはこれからの中国のまちづく
り観光の重点になるべきである。
②環境保全と住民の要求に適応する社会計画を
構築すること。社会生活環境と生態系の安定を維
持することは地域観光振興の前提条件である。中
国の経済発展のパターンは，現在及び将来にわた
る環境能力の限界を超えないこと及び地域住民の
理解･協働を考慮に入れなければならない｡即ち，
現在の経済効果を最優先した観光開発によって地
域振興を考えるのではなく，自然環境と人文環境
といった生活の質の向上に対する住民の要求に考
慮しつつ，地域づくり観光を図ることが大切にな
る。
③地域社会を主体とした内発的発展が地域基本
政策に置かれること。即ち，地域つくり観光は，
地域既存の知識・技術・文化・施設・条件といっ
た社会資本によって新しい社会資本を創造し育成
するべきであり，既存の社会資本が不足する場合
は，まず地域既存の社会資本（異業種の協働）の
交流と融合によってこれを補完させ,外来資本(経
済・知識・技術・管理など）の誘致を必要とする
場合，地域多様な主体の合意と地域内発的な開発
の進展実況に合わせる上で誘致を適切的に行うこ
とが望ましい。つまり，中国において地域社会が
主体とし，地域共同マネジメントを実施枠組とす
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ら切り離されなかったのである。
白川村の「環境保全計画」では環境教育・環境
学習を住民自治能力を向上させる重要な措置とし
て明確に位置付けられた。環境教育・環境学習の
推進の際しては，単に意識を啓発する（自然環境
の保全だけの環境教育)だけの留まるのではなく，
環境に関する多元的な（生態学的，経済的，歴史
的，文化的，精神的，審美的，科学技術的，論理
的，社会学的，等の内容を含む）教育・学習をな
させながら行動・実践（参加・体験）に結び付け
ることによって展開された。その形式は学校教育
や社会教育など多種多様の形式があり，具体的に
は村の定期的「学習会」や｢講演会｣や「研究会」
及び様々な環境学習の体験活動（例えば，村のト
ヨタ自然学校によって展開されたさまざまな環境
学習の体験活動)含んでいる。こうした環境教育・
学習の展開は地域住民の環境意識・関心・知識・
価値観・社会的態度・自治能力の向上に対する重
要な役割を果たしている。
白川村の環境教育の経験は中国の社区住民の環
境教育にとって重要な参考的意義をもっていると
考えられる。中国の環境教育は政府や学校やメデ
ィアの宣伝だけではなく，社会教育･学習(行政，
異業種業界,大学，中小学校,村民,住民委員会，
市民などの幅広い主体を含む）の展開と着実的な
実施が大切である。即ち，子供から大人まで，学
校から家庭・社区住民まで，さらに産業界から行
政まで様々なセクターの参加・連携・協働によっ
て環境教育・学習を推進し，また，様々な社区環
境教育・学習施設の整備や，環境情報への社区住
民アクセスを改善することや，社区環境教育人材
の育成及び様々な環境学習の実践活動の開発は，
社区環境教育の不可欠なことである。このような
環境教育・学習の方策は地域多様な主体の参加・
協働による持続可能な地域づくりを目指して展開
される環境教育であり，こうした環境教育・学習
の展開は社区住民の自治能力の向上やまちづくり
観光に対する積極的な促進の作用を生みだすであ
ろう。
5.5.5観光地における地域共同マネジメント･シ
ステムの構築
白川村の経験の中で，注意する必要がある問題
は，白川村の地域共同マネジメント・システムの
構造は，地域を中心としている点である。世界遺
産を対象とした地域共同マネジメント・システム
は地域を越えるグローバルな視野で，グローバル
な社会目標に向かって，地域の独自性を主体とす
るうえで，より広域的な国際社会の集合・連携・
相互協力によって協働的システムや仕組みを創り，
協働の総合力を発揮することができるマネジメン
トシステムを求める。そのような認識に基づく，
中国の観光地における地域共同マネジメント･シ
ステムの構築は，次の三つの面から展開する必要
がある。
１．観光地における「社区」コミュニティ組織の
建設
先に述べたように，観光地は地域住民の生活の
場であり，観光客を引き付けられる観光資源のこ
とである。そこに暮している人々の間に共通の利
害や関心が生れ，例えば，景観の保全やごみの処
理，廃棄物のリサイクル，交通公害の抑制，公共
施設（医療・教育･文化・公園・スポーツなど）の
建設，子供・高齢者・障害者への地域での介護・
支援，失業者・無職者への'情報サービスの提供・
支援など生活環境の質の向上が挙げられる。これ
らの共通の利害や関心は各種の共同目標や価値観
などを形成することができる。
これらの共通の利害関心や目標を実現すること
は観光地の魅力と吸引力の育成に対する非常に重
要な意義をもっている｡そのために,観光地の人々
の相互に話合いやＩ情報を交流，交換できる場や機
会を造る必要がある。地域住民の相互の交流や理
解を前進させる手段や方法として，共同で利用す
る施設や場などの造りはフォーマルな集会施設や
討議の場ということだけではなく，広場･インター
ネットの掲示板など，様々な場や形態が考えられ
る。
共通の利害関心や共同の目的や価値を推し進め
る際，共通の関心事の追求を個々に行うというの
では，かえって相互間の競争や紛争や分裂や対立
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イ間で，相互に多様な意見が表明され，多様なコ
ミュニティ間の相互作用を通じて，次第に「社区」
住民の社会的合意（住民ニーズ目標の形成）が形
成させる。
２観光地における「官」・「産」「民」フィードバ
ックの編成
観光地の｢社区｣コミュニティ組織は住民のニー
ズや要望を行政各担当部門に伝え，これに基づい
て行政の政策内容に反映する。行政の政策決定と
「社区」コミュニティ組織は対等なパートナ関係
で政策の可能`性を共同的に検討し，さらに検討し
た行政の政策内容を広く住民に知らせて，住民の
理解・維持を求める。
しかし，「社区」コミュニティ組織は社区政府と
の矛盾を解決する際に，往往|こして観光地の様々
な企業，社会団体組織などの多様な利害関係をも
及ぼしている。特に「社区」住民の生活環境の保
全・利用にかわわる利害関係を及ぼす時に，住民
と行政・観光企業間との意見を直接的に疎通させ
るフィードバック・システムの編成が不可欠なこ
とになる。
これまでの観光開発計画・政策は行政と観光企
業との合意によって形成するケースが多いが，住
民のニーズ･要求に基づいて「社区」のコミュニテ
ィ組織との共同で検討妥協の模索を通じて作成さ
れた観光開発計画・政策が少ない。そのため「社
区」コミュニティ組織は社区政府と矛盾・対立を
もつこととなった。その課題を解決するために，
「社区」コミュニティ組織は観光企業と行政との
間に，相互連携のフィードバック・システムを構
築する必要である。つまり，地域の多様な主体の
利害関係を調整できる広域的・多階層的相互連携
なフィードバック，共同マネジメント・システム
の構築によって合意を形成し,その上で，観光開
発計画･政策を確定することは大切なことである。
３．持続可能な観光に基づく地域共同マネジメン
ト･システムのネットワークを構築する
地域観光の展開は地域の経済的・文化的・社会
的なグローバリゼーシヨンの発展の延長線である。
持続可能な観光に対応する統合的な地域政策は，
を深める方向に行くことにもなる。共通の利害関
心や共同の目標に到達する方法や手段を，個別的
にではなく社会的に，さらには，私的社会ではな
く公共的に進めることが，「社区」コミュニティの
建設ということからしても，その根幹ともなるも
のといえる。このような「社区」コミュニティは
地域の多様な主体の参加のもとで多元的価値観の
集合によって独自の意義をもつ多様な地域コミュ
ニティである。
観光地の「社区」コミュニティの建設は，観光
地の多様な主体の共通の利害関心や目的を到達す
るために展開される活動である。この活動は人々
が、個々バラバラではなく，役割を分担し，相互
協力によって結びつきを強めることが大事なこと
である。即ち，観光地の政府は「社区」のコミュ
ニティの建設ために，地域の多様な主体の共通の
利害関心や目的を到達させる自由・平等な場を提
供し，場の造りの強化拡充を通して，人々の間に
利他的，愛他的，公共的な方向1性が強まり，一体
感や帰属感やアイデンティティなどが育まれ，強
化されるという役割を担うべきである。観光地の
企業は「社区」コミュニティの建設のために，一
定の資金の援助の役割を担う。
「社区」コミュニティ組織の構築は，観光地の
構成員の討論を経て合意を達成された上で，住民
によって自ら構築するはずである。「社区｣コミュ
ニティの構成員は地域住民の任意参加の形で形成
する。「社区｣コミュニティのリーダーはコミュニ
ティの構成員の直接的な選挙によって確定すべき
である。地域住民は「社区」コミュニティの組織
建設の中で主体的役割を担うべきである。こうし
た「社区」コミュニティ組織は自主・自律・自治
を前提とし，コミュニティの構成員の共同マネジ
メントのもとで展開されるのである。
次に，観光地の「社区」コミュニティ組織の経
営は，構成員の多様なニーズや意見をコミュニテ
ィの議論によって，多様な矛盾・対立の利害関係
を調整し，合意を形成し，その上で，次第に地域
コミュニティ共有のものへと転化していく。
さらに観光地のさまざまな「社区」コミュニテ
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広域的な社会協働が不可欠である。このような社
会的な協働は独自性を有する地域コミュニティが，
地域を越えるグローバルな社会目標に向かって，
その独自性を主体としてより広域的な組織(大学，
研究所，非営利組織(NPO･NGO）国際観光組織・
国際環境組織など）の集合・連携・相互協力によ
って協働のシステムや仕組みを創り，協働の総合
力を発揮することを意味する。
こうした持続可能な観光に対応する協働社会は，
広域的な社会階層的で地域共同マネジメントにと
って地域コミュニティによって形成された共同マ
ネジメント・システムのネットワークの働きが本
質的役割を果たしているといえる。
将来の持続可能な観光の基準或いは方向を設定す
ることである。
つまり，今後の中国持続可能な観光が取組むべ
き方向としては，①地域共同マネジメントの重要
な意義を再認識する必要』性，②地域共同マネジメ
ントを中国に導入する可能性，③中国における地
域共同マネジメントを推進する枠組(ａ・域住民を
主体とする地域共同マネジメントを求めるｂ、地
域共同マネジメントの具体的実現の場の更新ｃ・
「町づくり観光」に基づく地域文化の保全と再創
造ｄ・国民の環境意識と「社区」の自治能力を高め
る)④中国地域共同マネジメント･システムの構築
という四つの対策を提言した。
結論としては，中国における持続可能な観光の
道を探索する鍵は，まず市場の失敗と政府の欠陥
を克服する政策であるべきである。しかもこの政
策は，地域住民を中心とする多様な主体の共同参
加･マネジメントのもとで求められるべきである。
地域共同マネジメントによる持続可能な観光を推
進する際，政府と市場の役割の限界を再認識する
一方,各主体の自立性を尊重,特に地域住民参加・
共同マネジメントの制度の確保かつ各主体間の相
互的な協力関係を形成し，蓄積していくことが，
持続可能な観光を実現する重要な道筋であろう。
おわりに
本稿では，まず中国の経済成長と近代観光の発
生・発展及び現代観光政策の展開及び現状を概観
した。次に，中国における持続可能な観光に関わ
る政策課題を考察した。つまり，８０年代以降，中
国では何よりも経済発展を至上とする発展方針の
もとで,市場経済機制の限界,政府主導型の欠陥，
粗放的な観光開発の傾向の顕現化，観光開発と民
主的住民参加の分断という四つの要因によっても
たらした観光資源の保護・利用の間の矛盾，観光
地の自然環境破壊・文化の変異などの中国持続可
能な観光の発展を阻害しているという課題を指摘
した。
こうした課題に直面している中国政府は，①観
光資源環境の保護政策の強化,②観光環境保護の
ための法律システムの改善，③エコツーリズムへ
の関心･重視という三つの面を持続可能な観光の
発展戦略に取り込んだが，政府・市場を主体とし
た観光開発・保全・利用の推進体制・制度・政策
では観光の環境問題を避けることがかなり難しい。
これに対して，本稿は，白川村の経験にもとづ
き，今後の中国の持続可能な観光を考える道筋は
２つあると提案した。即ち，一つは現状の徹底的
反省を踏まえて未来の道を発見することである。
もう一つは，地域共同マネジメントを理念として
注
ｌ）鹿児島国際大学地域総合研究所編[2001］「日中の経
済・社会･文化一共通と差異・歴史から未来へ」日本
経済評論社，173頁。
２）中国国家統計局国民経済核算司編[2004年］「中国統
計経済統計年鑑』580頁。
３）同前掲２）600頁。
４）中国国家旅行局[2006］「中国旅行統計年鑑」中国旅
行出版社，１頁。
５）中国国家旅行局人事労働教育司編[2001］『旅行学概
論』中国旅行出版社，６３頁。
６）中国国家旅行局[2003］「中国旅行統計年鑑』中国旅
行出版社，１頁。
７）同前掲６）１頁。
８）同前掲６）８頁。
９）同前掲５）６２頁。
10)松村嘉久[2000]「中国･民族の政治地理｣晃洋書房，
165頁。
人間社会環境研究第１５号２００８．３188
化」「宝鳰文理学院学報』(2)p71-74
26）張輝[2003］「転換時期の中国旅行業』「旅行管理」
中国人民大学書報資料センター（４）ｐ5
27）林長椿[2002］「旅行業のWTOに加入の憂患を認識
する必要`性」「旅行管理」中国人民大学書報資料セン
ター(5)
28）石夢菊[2001］「持続可能な観光と環境保護」『江西
社会科学」増刊P125-126
29）王群[2005］「中国旅行業の集約経営の道へ邇進すべ
き」『旅行管理」中国人民大学書報資料センター（10）
30)劉龍[2002］『中国「社区｣」中国社会科学出版社
31）国務院弁公庁[1992］『関干加強風景名勝区工作の報
告」
32）国務院[1994］『建設部・文化部・国家旅行局関干審
批第３批国家歴史文化名城と保護管理の強化の請示』
33）張坤民[2004］『中国持続可能な発展の政策と行動』
中国環境科学出版社，395頁
34)村秀文・勝原健[1995］「中国の環境問題」東洋経済
新報社，５７頁。
35）北島滋・津國若奈[2004］「持続可能な観光と地域振
興の可能性一一ＣＭＭＩロタ島におけるエコツーリズ
ムの事例研究を通して」『宇都宮大学国際学部研究論
集』第18号。
36）「結い」は人の心を結ぶ精神であり，住民の生活や
生産の全般にわたる近隣の相互扶助,相互協力体制で
あり，山里に暮す人々の励みとなる連帯感までをも強
固に結束させてきた住民協働制度なのである。
37）中国城市社区建設研究課題組[2000］『中国都市社区
の建設』上海人民出版社，294頁。
38)唐文平[2001］『社区建設の議事会に関するいくつか
の思考』上海人民出版社，103-108頁。
11）郷統繊[2004］「体験経済時代の旅行景観地の管理モ
デル」『旅行管理』中国人民大学書報資料センター(2)
12）国務院[1994］『建設部・国家文物局関干審批第３批
国家歴史文化名城と保護管理の強化の請示』
13).国家旅行局『中国旅行年鑑』中国旅行出版社，２００１
年293頁。
14)国家旅行局『中国旅行年鑑」中国旅行出版社，２００４
年196頁。
15)夏林根[2003]「旅行業の緑色管理』山西教育出版社，
３５頁。
16）中崎茂[2002］『観光の経済学入門一観光・環境・
交通と経済の関わり－』古今書院，190頁。
17)清水苗穂子[2005］「中国における新たなエコツーリ
ズムの潮流一国際環境NGOの試み』東アジア研究，
第42号，５２頁。
18）李明華[2004］「世界遺産の世代公平に関する検討」
－わが国世界遺産管理の法律についての思考一『湖北
民族学院学報』（３）１９頁。
19）同前掲18）１６頁。
20）依紹華[2005］「観光地入場料の暴騰についての分
析」『価格理論と実践』（１）pl8-l9）
21）励以猷[2002］「国家風景名所の入場料の経営権につ
いて分析」『観光学刊』（２）
22）王椀飛[2004］「中国における国士は直面している問
題と対策」『旅行管理」中国人民大学書報資料セン
ター（２）
23）ｎＷピアス－ＡマーカンジヤーＥＢバーピア(箸）
［1994］『新しい環境経済学----持続可能な発展の理
論」和田憲昌（訳)，ダイヤモンド社，第10-11頁。
24）安輝[2001］「WTOを入ってからの中国旅行業」『財
経問題研究』(2)P63-67
25）王冬梅[2001］「休み日の経済とわが国旅行業の産業
